
















































































4.調査期間:2004.8.9 '"-' 2004.8.26 
川.結果
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しかし介護認定を受けていなくても受けることの
できるサービスがあることを知っている患者は自
立、要介助含めても 16%と少ない。
地域の市役所、保健センターでサービスについて
の相談ができるということを知っている患者は、要
介助では 2/3の割合でいたのに対し、自立では半
分の割合でしか知られていなかった。
IV.考察
退院後ADLが自立している患者に関しては、実
際に困っている事はほとんどなかった。しかし、し
びれや痔痛など知覚障害のある患者は、それがどの
程度続くのか、良くなるのかなど、の疑問を持ってい
た。このような疑問については医師からの術前の説
明にもあると思われるが、患者としては手術のリス
クにばかり気をとられ、術後になって‘症状は良く
なるのか、いつまで続くのか'と何度も質問してく
る患者もいる。そのため、質問のたび、に説明は行っ
ているが、退院時に再度説明及び症状増強時の対処
法などを指導する必要があると思われる。また、運
動はどの程度なら可能なのか、頭部の術後患者であ
ればいつ頃から毛染めやパーマなどをしてもいいの
かなど、日常生活の制限などについても不安を持っ
ている患者もおり、そういったことについても説明
の必要があると思われる。脳や神経などの手術者し
ているという事で極度の不安を抱く患者もおり、揖
待 2)は「患者にとっては病気という一つの事実が
人生にとって危機なのです」といっていることから
も、精神的サポートも重要であり、そのため分から
ないことが生じた場合、いつでも連絡して頂いてい
いことを伝え、適宜対処する必要がある。
また麻障など機能障害のある患者に関しては、患
者本人のみならず介護者側も介助方法や接し方に関
して不安に感じていることもある。機能障害のある
人は ADL面での介助が必要となることがほとんど
であり、介護者の負担も大きい。そのため少しでも
退院後の不安、問題点を解消できるよう入院中か
ら介護者もまじえて具体的なADLの介助方法やコ
ミュニケーション方法などを指導していく必要があ
ると思われる。介護者には家族が多く、特に配偶者
が手助けすることが多い。患者の年齢が上がれば介
護者の年齢も上がることになり、その人だけでは手
におえず他者の力を必要としてくる。そこで社会資
源の活用も考慮されるべきであると考える。
実際に全介助または、部分介助を要する患者が、
全体の 31%いるにも関わらず、介護認定・障害
者(児)認定を受けておられる患者は、そのうちの
36%と多くない。その中で実際にサービスを提供
されている患者は、 64%とさらに少ない結果となっ
たO この結果から実際に介助が必要な患者に、十分
に介護サービスが利用されていないことが推測され
る。また、退院される患者がこれらのサービスを
知る機会が少ないことも、要因として考えられる。
よって退院の際いろいろなサービスがあるという情
報を提供できれば、これらの問題は解決に向かうの
ではないだろうか。さらに、どの程度の介助が必要
なのか、また日常生活に介助を要しないにしても仕
事を行う上ではどうなのかという点在患者から情報
収集する必要が看護サイドにもあるのではないだろ
うか。しかし、現実的に患者と退院についての話在
する機会が少ないことは、結果からも明らかである。
ある病院においては、退院が決まった患者に対して
専属の退院指導看護師、担当医師を含めて話し合わ
れている。それほど退院される患者にとってその後
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の生活を考えることは、重要視されるべき点である。
退院された患者にとって困っている ζ とは、結果か
らわかるようにどの点も非常に具体的なものが多く
退院後の生活を想定しておけば事前に指導できるも
のも多くあったように思う。
v.終わりに
今回研究老実施することで、退院された患者がど
んなことを思い、不安の中日々の生活者E送っている
のかという患者の実情に触れることができた。しか
し、退院指導を具体化していくためには、看護師側
の現段階での退院指導への考え方や意識の持ち方を
も明らかにL、誰もが患者に対し同じレベルの指導
ができるよう看護師聞の知識のギャップを埋める必
要もある。
退院指導老マニュアル化する事ですべての患者に
均一な情報提供と指導時間の短縮が図れ、病棟に
とって退院指導マニュアルは必須のものであると感
じている。
今回の研究にあたり、退院指導マニュアル作成ま
でに至IJらなかったが、今後看護師の意識調査も実施
し、今回の結果と合わせマニュアル作成に取り組ん
でいきたい。
Vl.参考文献
1)諸橋勇、鷹荷悦子:ブレインナーシング 2001
年春季増刊(通巻 214号)、脳卒中ナーシングマ
ニュアル、 P290 -298、メディカ出版
2)摂待幸子:ブレインナーシング2001年春季増
刊(通巻 214号)、脳卒中ナーシング、マニュアル、
P 299 -307、メデ、ィか出版
3)公立八鹿病院:ブレインナーシング 2000年
春季増刊号(通巻 200号)、脳神経疾患患者の退
院指導と在宅医療、メディカ出版
4)高木虞文、三宅由子:JJNスペシャルNO.48看
護研究にいかす質問紙調査、医学書院、 1995
-136一
